
 

労働者派遣法第 30 条の４第１項の規定に基づく労使協定 

株式会社NexConVentures.大阪本社（以下「甲」という。）株式会社NexConVentures.大阪
本社労働組合（以下「乙」という。）は、労働者派遣法第 30 条の４第１項の規定に関し、
次のとおり協定する。 

（対象となる派遣労働者の範囲） 

第１条 

本協定は、全派遣社員に適用する。 

（賃金の構成） 

第２条 

派遣社員の賃金は、基準内賃金、時間外労働手当、深夜、休日労働手当、 

通勤手当及び退職金とする。 

２ 基準内賃金とは、基本給に賞与相当額を加えたものをいい、時間外労働手当 

及び深夜・休日労働手当の基礎となる賃金をいう。 

（賃金の決定方法） 

第３条 

派遣社員の基本給及び賞与相当額の比較対象となる「同種の業務に従事する 

一般の労働者の平均的な賃金の額」は（別表 1-大阪）のとおりとする。 

１ 比較対象となる同種の業務に従事する一般の労働者の職種は、「令和元年 

７月８日職発第 0708 第２号 令和２年度の「労働者派遣事業の適正な運営 

の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第３０条の４第１項第２号イに 

定める「同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額等について」 

（以下「通達」という。）に定める「平成３０年職業安定業務統計」（厚生労働省）の 

「総合事務員」「医療・介護事務員」「出荷・受荷係事務員」「その他家庭生活支援 

サービスの職業」「施設介護員」「クリーニング職」「その他の生活衛生サービス」 

「旅館・ホテル・乗物接客員」「娯楽場等接客員」「その他の農業の職業」「金属製 

品製造工」「画工・看板製作工」「倉庫作業員」「配達員」「荷造作業員」「ビル・ 

建物清掃員」は業務の実態を踏まえ最も適合する職種がある小分類を使用し、「事務 

用機器操作の職業」「商品販売の職業」「保健医療サービスの職業」「飲食調理の業 

務」「その他のサービスの職業」「製品製造・加工処理」「機械組立の職業」「製品 

検査（金属）」「製品検査（金属除く）」「清掃の職業（清掃全般）」「梱包の職 

業」「その他の運搬等の職業」の業務については、業務の実態から複数の業務に従事 

する可能性があることから中分類を使用するものとする。 

２ 通勤手当については、基準内賃金とは分離し、第８条の通りとする。 

３ 地域調整については、通達に定める「地域指数」の「大阪府」「奈良県」「京都府」 

「兵庫県」「和歌山県」「滋賀県」により調整する。（添付 A） 



 

第４条 

派遣社員の基本給及び賞与相当額は、次の各号に揚げる条件を満たした 

（別表 2-大阪）の通りとする。 

１ 別表 1-大阪の同種の業務に従事する一般の労働者の平均的な賃金の額と同額以上で 

あること。 

２ 別表 2-大阪の各等級の職務と別表 1-大阪の同種の業務に従事する一般の労働者の平 

均的な賃金の額との対応関係は次の通りとすること（添付 B） 

A ランク：３年 

B ランク：２年 

C ランク：１年 

D ランク：０年 

第５条 

株式会社NexConVentures.は、第９条に規定による派遣社員の勤務評価(添付 C)に 

基づいて行った結果、職務の内容等について向上が認められた場合は基本給及び 

賞与相当額の改善を行う。 

２ 前項の定めにかかわらず、勤務評価の結果が著しく悪い場合は降給を行うことが 

ある。 

第６条 派遣社員の退職金の比較対象となる「同種の業務に従事する一般の労働者の平均 

的な賃金の額」は、別表 1ー大阪のとおりとする。 

２ 派遣社員の退職金は、別途「退職金制度」(別紙あ-大阪)において定める。なお、 

退職金は、前項の表に示したものと比べて次の各号のいずれも満たしたものである。 

(1)退職金の支給に必要な最低勤続年数が同年数以下であること 

(2)勤続対象月は 80 時間勤務した月とする。それ以下の勤務時間月は含まない。 

(3)退職時の勤続年数ごとの退職金の支給月数が同月数以上であること 

第７条 時間外労働手当及び深夜・休日労働手当は、労働基準法の定めに従って支給する。 

第８条 通勤手当は、派遣社員に対して月額 50,000 円を上限として、実働時間あたり 

72 円/時間を支給する事とする。 

（賃金の決定に当たっての評価） 

第９条 基本給及び賞与相当額は、定期的に行う勤務評価の結果に基づいて決定する。勤 

務評価は（添付 C）によって実施する。 

（賃金以外の待遇） 

第 10 条 教育訓練（次条に定めるものを除く。）、福利厚生その他の賃金以外の待遇につい 

ては、職務の内容、当該職務の内容及び配置の変更の範囲、その他の事情を勘案し 

て通常の労働者（派遣労働者を除く。）との均等・均衡待遇を保つものとする。 

 



（教育訓練） 

第11条 労働者派遣法第30条の2に規定する教育訓練については、労働者派遣法に基づき 

   別途定める「キャリアコンサルティング(添付D)」に従って実施する。 

 

（その他） 

第12条 本協定に定めのない事項については、別途、労使で誠実に協議する。 

   本協定に定めた事項についても、労使で誠実に協議して合意したものに 

ついては改定する。 

 

（有効期間） 

第13条 本協定の有効期間は、2024年11月30日から2025年3月31日までの1年間とする。 

 

 

                                2024年11月30日 

              株式会社NexConVentures. 代表取締役 坂口 元哉 

                        過半数労働者代表 谷口 れな 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
職業安定業務統計による地域指数   

 都道府県別地域指数（※） 

全国計 100.0 
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※ 令和２年度から令和４年度に全国のハローワークで受理した 
無期雇用かつフルタイムの求人をもとに、賃金（月給）の上限額 
と下限額の中間値の平均の全国計を１００として、職業大分類の 
構成比の違いを除去して指数化
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